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1　本稿の目的

　本稿の目的は、通信産業の設備投資が、他産業

への波及効果を伴いながらマクロ経済に与える影

響を、需要サイドと供給サイドの二面から実証分

析することにある。総務省の「平成14年版情報通

信白書」によると、電気通信事業（以下「通信産

業」）の設備投資は、約4兆円の規模にあり、国民

経済計算（GDP統計）で示される民間企業設備投

資の約5％を占める。過去10年間の推移をみると、

年ごとに増減はあるものの、日本の設備投資が全

体として低迷を続ける中にあって、通信産業では

総じて拡大が続き、現在では日本の産業を代表す

る自動車産業（輸送機械）の投資規模をはるかに
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上回る水準に達している（1）。

　このように、情報化社会の基本インフラにつな

がる通信産業の設備投資は規模が大きく、急速な

技術革新の渦中にあって、ますます重要性を高め

ているが、白書等の実証分析では、通信産業の投

資シェアの大きさや投資の増加による経済成長へ

の寄与度など、通信産業を単独に切り出した上で

量的効果をとらえたものが多い。しかし、通信産

業における設備投資の経済効果は、他産業との相

互連関による波及効果を伴いながら生まれると考

えられる。なぜなら、設備投資の実行で通信機械

や通信施設建設工事の需要が生まれれば、関連産

業の生産を誘発し、そこでの雇用を増加させるこ

とにつながるからである。その効果も含めれば、マ

クロ的な影響は更に大きくなる。

　これは、通信産業が行う設備投資の「需要面」の

影響であるが、通信産業の設備投資は、さらに、「供

給面」の波及効果も生みだす。通信産業の設備投

資が蓄積されて資本ストックとなった場合、それ

は、通信サービスを行う事業活動の場面で投入要

素として直接成長に寄与するだけでなく、通信イ

ンフラとしての存在が公共財的な「外部効果」を

発揮して、他の生産場面でも成長に貢献すると考

えられるからである。とりわけ、1990年代に進展

した情報ネットワーク化によって、通信インフラ

がコンピュータとの結びつきを強めたことにより、

プラスの外部効果を発揮する可能性はより高まっ

たと推察される。

　そこで本稿では、まず需要面について、現時点

で最新データとして利用可能な平成7年（1995年）

産業連関表の固定資本マトリクス表を用いて、通

信産業の設備投資が関連する諸産業の生産に波及

する程度の大きさと、それによって誘発される雇

用がどの程度であるかを計測する。さらに、供給

面については、コンピュータや通信設備などの情

報通信ストックを織り込んだ生産関数モデルを推

定し、設備投資の結果として蓄積された通信資本

ストックが、コンピュータなどの情報資本ストッ

クと一体となって、経済成長にプラスの外部効果

を発揮しているか否かの検証を行う。

2　産業連関表からみた通信産業の設備投資

2-1　固定資本マトリクス表の構造

　はじめに、産業連関表の固定資本マトリクス表

を用いて通信産業の設備投資とその内容を概観し

ておく。固定資本マトリクス表とは、その年の1年

間に行われた国内総固定資本形成について、資本

財の種類別に産出先の部門内訳を明らかにしたも

ので、大きく公的と民間に分けて計算されている。

このマトリクス表を用いることで、業種別、財別

の設備投資額が計算できる。固定資本マトリクス

表には、耐用年数が1年以上、単価が20万円以上

の資本財が計上され、リースなど物品賃貸の資本

財は、すべて所有者主義で取り扱われている。し

たがって、リースされる機器類は、最終的な使用

部門ではなく、リースが属する物品賃貸部門に計

上されている。また、各資本財ごとの表示は生産

者価格ベースになっており、各資本財の取引にか

かる商業マージン、国内貨物運賃などの流通費用

は、卸売や道路貨物運送などの部門にまとめて計

上されている。本稿では、資本形成部門コード124-

760（通信）を通信産業とし、住宅建築を除く固定

資本形成を設備投資とする（2）。

2-2　情報化投資と通信産業の設備投資

　固定資本マトリクス表によると、1995年の通信

産業の設備投資は、3兆7,000億円であり、全産業

の設備投資71兆9,000億円の5.1％を占めている（図

表3）。製造業で日本を代表する自動車産業（資本形

成部門コード114-520）の設備投資は、この年に2兆

3,000億円となっており、通信産業の設備投資は自



動車産業のそれと比べて約1.6倍の規模である（3）。

　ここで、米国の統計と比較分析を行った篠h

（1998, 2001）の定義に準じて情報化投資を分類し、

有線電気通信機器（コード番号3321-011）、無線電

気通信機器（3321-021）、その他の電気通信機器

（3321-099）を「通信機械・装置」、電気通信施設建

設（4132-031）を「通信建設工事」、電子計算機本

体（3311-011）、電子計算機付属装置（3311-021）、

複写機（3111-011）、ワードプロセッサ（3111-092）、

その他の事務用機械（3111-092）を「コンピュータ

他」としてまとめると、全産業に横断して実施さ

れる情報化投資は、8兆7,000億円であり（4）、その

うち通信産業で行われる情報化投資は2兆3,000億

円となっている。情報化投資全体に占める通信産

業のシェアは27％であるが、内訳をみると通信機

械・装置では53％、通信建設工事では94％、コン

ピュータ他では3％のシェアとなっている。

　このマトリクスからわかるように、本稿で情報

化投資という場合は、「業種別」の分類ではなく、

「資本財別」の分類に基づくものである。通信業界

の設備投資3兆7,000億円の中には、本支店、営業

所などで実施されるオフィス関連の不動産投資や

什器・備品類の購入など情報化投資以外の投資、す

なわち一般設備投資が含まれている。ただし、上

述したように、生産者価格ベースで表示される固

定資本マトリクス表では、情報化投資に関連した

図表2　固定資本マトリクス表の構造�
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商業マージン、国内貨物運賃などの流通費用も一

括して一般設備投資に計上されるため、情報化投

資が過小評価になっている点は留意を要する。購

入者価格と生産者価格の差を考慮すると、通信産

業の情報化投資は2兆6,000億円（通信産業の設備

投資総額の72％）に増加し（5）、一般設備投資は1

兆1,000億円（同28％）に減少すると試算される。

3　生産誘発力の計測

3-1　生産誘発力の二つの概念

　以下では、ある産業の財・サービスに対する需

要が1単位生まれた場合に、関連する産業へ次々

と需要が波及し生産を誘発する効果の最終的な倍

率を「生産誘発力」と定義して、固定資本マトリ

クス表を用いた財別・業種別の設備投資データを

もとに、通信産業の設備投資が生みだす生産誘発

力を計測していく。

　追加的な需要が生みだす生産誘発力の大きさに

ついて、ある特定産業の事業活動に着目すると、

「当該産業の財・サービス生産」から生じる波及効

果と、「当該産業の設備投資」から生じる波及効果

の二つに概念整理できる。第一の生産誘発力は、産

業連関表の逆行列係数列和で示されるが、その概

略を記しておくと、投入係数の行列をａ、最終需

要と国内生産額の列ベクトルをそれぞれＦとＯ、

輸入依存度を対角要素とし非対角要素をゼロとす

る対角行列をｍとすれば、各産業の国内生産額は、

次の（1）式で表わされる。

Ｏ　ａ・Ｏ　Ｆ－ｍ・Ｏ　� ・・・・・・・・・・・・・・・・（1）�＝� ＋�

（1）式を変形して、

　Ｉ－ａ　ｍ　・Ｏ　Ｆ�

　　　 Ｏ　　Ｉ－ａ　ｍ　 ・Ｆ� ・・・・・・・・・・（1）'

＝�

＝� ＋�

＋�
－1

（� ）�

（� ）�

　

　（1）'式において、Iは単位行列、（Ｉ－ａ＋ｍ）－1

は（Ｉ－ａ＋ｍ）の逆行列であり、この行列の成

分を一表にまとめた逆行列係数表の各列の数値は、

当該産業（列部門）の財・サービスに1単位の需要

増があった場合、究極的にみてどの産業（行部門）

の生産がどれだけ誘発されるかを表している。そ

れを合計した列和は、当該産業（列部門）に対す

る最終需要が1単位増加した場合の経済全体への

生産波及の大きさ、すなわち、生産誘発力を示し

ている。産業連関表には、最終需要Fを更に国内

需要 Y と輸出 E に分離して求めた逆行列係数表

（［I－（I－M
^）A］－1 型と表示）が記載されてお

り、このデータを用いて「当該産業の財・サービ

ス生産」から生まれる生産誘発力を比較すること

ができる。

　具体的に自動車産業をみると、乗用車に対する

需要が1単位生まれた場合の生産誘発力は2.985で

あり（図表4〔A〕）、このうち、自部門に対する最

初の需要の1単位（直接効果）を差し引いた1.985

が、他産業の生産拡大に波及する間接効果の大き

さを表している。通信産業はこの間接効果の大き

さが低く、0.443（＝1.443－1.00）にとどまってい

る。周知のとおり、自動車産業は、部品など関連

産業の裾野が広く、1台の乗用車生産には、2万点

から3万点の部品や材料が使用されるため（6）、乗

用車への需要が1単位生まれると、自動車部品は

もとより、鉄鋼、板ガラス、プラスチック製品、タ

イヤ・ゴム、出版・印刷、広告、金融、貨物輸送

など、幅広い産業の生産が刺激され、そこから更

に次々と生産が波及していく。

　これに対して、通信サービスへの需要が生まれ

た場合、乗用車生産のように多くの部品、材料を

集めて供給されるわけではなく、自社の通信施設

を利用してサービスが提供されるため、自部門へ

の最初の需要の他には波及効果が小さい。生産誘

発力を全産業の中で相対的に位置付ける影響力係

数（当該産業の生産誘発力／全産業平均の生産誘

発力）によって比較すると、自動車産業（乗用車）



は1.524と全産業平均を上回っているのに対して、

通信産業は0.737で全産業平均を下回っており、両

産業の違いが読みとれる。

　しかし、ある産業の事業活動が経済全体に及ぼ

す影響という点では、当該産業が生みだす需要と

して、設備投資の役割も重要である。すなわち、第

二の概念による生産誘発力である。以下では、通

信サービスに対する需要から生まれる生産誘発力

ではなく、「通信産業が実施する設備投資」を起点

とする波及効果に着目し、その生産誘発力がどの

程度であるかを計測する。具体的には、固定資本

マトリクス表を用いて通信産業の設備投資を財別

に分類し、どのような財・サービスへの需要が生

まれるかを整理した上で、各資本財の固定資本形

成額（IPi ）と各資本財を生産する部門の逆行列係

数列和（αi ）から、通信産業の設備投資の生産誘

発力（自部門を含む）を次のとおり算出する。

β
j
　Σi

 α
i
　IP

i j 
 　�Σi 

IP
i j  

・・・・・・・・・・・・・・（2）�（
                    

）�×�=

　このとき、βjは、ｊ産業の設備投資について、各

資本財別（IPi ）に逆行列係数列和を乗じて求めた

生産誘発額の合計値Σi
 α

i
　IP

i j
（

                    
）�×� を、ｊ産業の設

備投資総額Σi 
IP

i j  で除して求めた生産誘発力で

ある。

3-2　通信産業の設備投資が生みだす生産誘発力

　（2）式に基づいて、通信産業における設備投資

の生産誘発力を計算すると、2.022という値が得ら

れた。これは、同様の計算で求められた自動車産

業における設備投資の生産誘発力1.937を上回って

いる（図表4〔B〕）。その理由は、通信産業で設備

投資が実施された場合、投資需要は通信機械装置

（生産誘発力2.290）やコンピュータ関連（同2.302）

など、生産誘発力が比較的高い部門の資本財に向

かうため、そこから電子部品や半導体などの生産

に波及していく効果が大きいのに対し、自動車産

業の設備投資では、金型（同1.965）や工作機械（同

2.024）など、波及効果が相対的に低い資本財への

投資需要となるためである。また、固定資本マト

リクス表をみると、自動車産業の設備投資では、波

及効果が小さい卸売（同1.488）に計上される額が

通信に比べて大きくなっている。自動車産業では、

機械類を工場に運んで設置するというタイプのも

のが多いと考えられるが、それらの資本財では、

メーカーから出荷された後の流通費用が他の資本

財に比べて嵩むことを示唆している。一方、通信

産業の設備投資にも、波及効果が相対的に低い通

信施設建設（同1.996）が一定規模あるため、全体

としては、全産業平均の生産誘発力（同2.034）と

同程度の水準に落ち着いている。

　一般に、通信のようなサービス産業の事業活動

は、裾野の広がりがある自動車のような加工組み

立て型産業に比べて他産業への波及効果が小さい。

しかし、それは「当該産業の財・サービスに対する

需要」の生産誘発力であり、「当該産業の設備投資

で生まれる需要」に関しては、通信産業が他の産業

に及ぼす影響も一定程度あると確認できるのであ

る。産業の側からみると、前者がアウトプット（財・

サービス）市場での需要を起点とする波及効果で

あるのに対して、後者は、インプット（要素）市場

での需要を起点とする波及効果である。通信産業

図表4　生産誘発力の比較 

出所：〔A〕については、総務庁「平成7年産業連関表－計数編（2）－」の逆行列係数列和から部門コード3511乗用車、同7312電気通信を�
　　　採用（pp.302-339）。〔A〕の全産業は逆行列係数列和の平均値�

1.959 2.985 1.443 2.034 1.937 2.022

全産業� 乗用車� 通信サービス� 全産業� 自動車� 通　信�

単位：倍�

〔A〕当該産業の生産物（財･サービス）に対する�
　　需要で生まれる生産誘発力�

〔B〕当該産業が実施する設備投資によって�
　　生まれる生産誘発力�



の設備投資では、こうした単位あたりの生産誘発

力に加えて、そもそも投資規模自体が大きいため、

量的にみた影響力は一層高まる。1995年について

みると、通信産業は3兆7,000億円の設備投資を実

施しており、それによる生産誘発効果は7兆4,000

億円と推計される。これは、自動車産業の設備投資

2 兆 3,000 億円が生み出した生産誘発効果の4 兆

4,000億円をはるかに上回る影響力といえる。

4　雇用誘発力の計測

4-1　雇用誘発力の計測方法

　通信産業が行う設備投資で関連産業の生産が誘

発されれば、当然それらの産業で雇用を誘発し、波

及的な効果が生まれる。以下では、産業連関表を

用いて、こうした連鎖による雇用の誘発力がどの

程度あるのかを計測する。

　前節の分析と同様に、投入係数の行列をａ、最終

需要、国内生産額、雇用者数の列ベクトルをそれぞ

れＦ、Ｏ、Ｎで示し、輸入依存度を対角要素とし非

対角要素をゼロとする対角行列をｍ、単位労働投

入量を対角要素とし非対角要素をゼロとする対角

行列をｎとすると、国内生産と雇用者数の関係

は、それぞれ次の（3）式、（4）式で表される。

Ｏ　ａ・Ｏ　Ｆ－ｍ・Ｏ�

 Ｎ　ｎ・Ｏ�

・・・・・・（3）�

・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4）�

国内生産額：�

雇 用 者 数 ：� ＝�

＝� ＋�

（3）より、
  Ｉ－ａ　ｍ　・Ｏ　Ｆ�

   Ｏ　 Ｉ－ａ　ｍ     ・Ｆ� ・・・・・・・・・・・・・・・・（3）'

（� ＋� ）� ＝�

（�＝� ）�－1＋�

（3）' （4）より、　

Ｎ   ｎ・  Ｉ－ａ　ｍ    ・Ｆ� ・・・・・・・・・・・・・・・（5）�（� ＋�＝� ）�－1

　このとき、（5）式にあるｎ・（Ｉ－ａ＋ｍ）－1の

列和が、各資本財を生産する部門の単位当たり労

働誘発係数となる。この計算によって、単位当た

りの設備投資がどの程度雇用を生み出すかを、各

資本財の生産部門別に求めることができる（7）。そ

の直接・間接の波及効果を雇用誘発力と呼ぶこと

にして、以下では、通信産業と自動車産業の設備

投資について投資内容別に雇用誘発力を算出し比

較検討していく。

4-2　通信産業の設備投資による雇用誘発力

　雇用誘発力の計算の結果は、図表5のとおりであ

る。1兆円の設備投資は約8万人の雇用につながる

と推計され、投資内容別にみると、通信関連の建設

工事や資本財生産に伴う雇用誘発力が相対的に高

いことが明らかとなる。その理由は、第一に通信土

木建設は、労働集約的であるため直接効果（b）が

大きいこと、第二に、労働生産性が比較的高い通信

機器類に対する需要では、直接効果（b）は比較的

小さいが、生産波及による間接的な雇用誘発効果

図表5　設備投資の雇用誘発力�

出所：総務庁「平成7年産業連関表－計数表（2）－」より算出�

投 資 内 容� 雇用誘発力a うち  直接効果b a/b （倍）�

設 備 投 資 全 体� 44.9779.66 1.77

情報化投資� 79.87 30.89 2.59

有線通信機器�   85.51 33.70 2.54

無線通信機器�   79.78 25.99 3.07

その他通信機器�   88.48 42.35 2.09

通信土木建設� 120.75 79.95 1.51

通信産業� 88.58 45.95 1.93
自動車産業� 79.43 46.19 1.72

単位：人／10億円�



（a/b）が高いことによる。そのため、こうした部門

への投資需要を生みだす通信産業の設備投資は雇

用誘発力が大きく、1兆円の設備投資は約8万9,000

人の雇用に結びついているとみられる。この雇用

誘発力は、自動車産業の設備投資1兆円が誘発する

7万9,000人の雇用を12％上回っている。

　度々言及しているように、通信産業の場合は、投

資規模そのものが大きいため、実数での効果は一

層高まる。1995年について具体的にみておくと、通

信産業が実施した3兆7,000億円の設備投資は、直

接効果として16万 9,000人、波及効果による間接

効果として15万 7,000人、合計して32万 6,000人

の雇用効果があったと試算される。これは、自動

車産業が行った2兆3,000億円の設備投資による直

接効果10万5,000人、間接効果7万5,000人、合わ

せた効果の18万人をはるかに上回る影響力だとい

える。

　ちなみに、全産業ベースでみた業種横断的な情

報化投資では、1兆円あたり、情報関連機器の生産

に直接かかわる産業で3万1,000人、そこから波及

する間接効果によって4万9,000人、合計すると直

接・間接に8万人の雇用を誘発する。直接的な雇用

効果が相対的に小さいのは、電気機械など情報化

投資の対象となる財の生産分野は、産業全体に比

べて労働生産性がかなり高いからである。つまり、

労働節約的であるため、情報化投資で生まれる需

要の増加は、他の産業に比べて直接的な雇用の増

加にはつながりにくい。だが、その一方で、生産

誘発力の計算結果からもわかるように、情報関連

の資本財への需要は、関連する産業への生産波及

が大きいため、こうした経路も含めた全体の雇用

誘発力は直接的な効果の2.6倍に高まるのである。

　以上の分析で明らかなように、通信サービスの

提供に伴う生産誘発力は、多数の部品群からなる

自動車製造に比べて小さいが、他方で、通信産業

が行う設備投資は、通信機械・装置への需要となっ

て関連産業へ波及する程度が大きく、同額の設備

投資による生産や雇用の誘発力は通信産業が自動

車産業を上回っている。これらは、通信産業の設

備投資を波及効果も含めて需要の面からとらえた

経済効果といえる。

5　通信インフラの外部効果の計測

5-1　情報通信ストックを織り込んだ生産関数

　　　モデル

　設備投資の経済効果は需要面にとどまらない。

設備投資には、投資の結果累積された資本ストッ

クが産業基盤となって供給面にも影響を及ぼすと

いう「二面性」が備わっている。本稿のねらいで

ある「他産業への影響」という観点から供給面の

問題をとらえると、通信産業の設備投資によって

蓄積された通信資本ストックが、通信サービスを

提供する場面で投入要素として直接成長に寄与す

るだけでなく、産業全体のインフラとして公共財

的な役割を果たし、他の生産場面で間接的に成長

に貢献するような、プラスの外部効果を生み出し

ているか否かがポイントとなる。

　以下では、コンピュータ技術と通信技術の融合

による経済効果の重要性を指摘した Oliner and

Sichel（1994） を踏まえて、コンピュータと通信設

備が一体となった情報通信ストックを明示的に組

み込んだ生産関数モデルを推定し、外部効果の有

無を検証していく。具体的には、総資本ストック

（Kall ）のうち、情報資本と通信資本を一体にした

ハードウェアを情報通信ストック（Kih ）とし、こ

れにソフトウェア資産（Kis ）を加えたものをKiと

する。その上で、日本経済研究センター（2000）に

準じて、ハードウェアとソフトウェアが一体と

なって外部性を有する場合、ハードウェアとソフ

トウェアのそれぞれに独立した外部性がある場合、

ハードウェアのみに外部性がある場合、ソフト

ウェアのみに外部性がある場合の四通りのモデル



を推定する。ハードウェアであれソフトウェアで

あれ、情報関連の資本ストックに外部性がある場

合には、それらが直接利用される生産場面で投入

要素として成長に貢献すると同時に、その存在が

公共財的な役割を果たして他の生産場面でも成長

に貢献することを意味する。すなわち、前者の場

面では総資本ストック（Kall ）の一部として、後者

の場面ではそれとは別のインフラとして、二重に

生産活動に寄与することになる。

　ここで、ハードウェアとソフトウェアが一体と

なって、情報通信ストック全体（Ki ）に外部性が

ある場合のモデルを次のように特定化する。
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all
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i 
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γ� ･････････（6）�=

=

=

=+

+

+

但し、V：付加価値, Ｌ：労働投入, Ｋo：一般（非

情報通信）資本ストック

　このモデルで、情報通信ストック全体（Ki ）に

プラスの外部性があれば、γが有意に正の値をと

る。上記（6）式のKiはハードウェアとソフトウェ

アが一体となった情報通信ストック全体であるが、

これをハードウェア（Kih ）やソフトウェア（Kis ）

に置き換えてモデルを推定すれば、それぞれの外

部性の存在と程度が確認できることになる。

5-2　モデルの推定結果

　具体的なモデルの推定は、（6）式を更に変形し

て次の（7）式で行う。

 Ｖ/Ｌ　AKα
all
Ｌ -αＫ

i
　�

�

＝� γ�

両辺の対数をとって、

  　  Ｖ/Ｌ  　A'　α　  Ｋ
all  
/Ｌ  　γ　Ｋ

i
･･（7）�ln ln ln＝�＋� ＋�（� ）� （� ）�

　モデルの推定に際しては、内閣府の『国民経済

計算』及び『資本ストック統計』、厚生労働省の『毎

月勤労統計』のデータを用いて、それぞれ付加価

値、資本ストック、労働投入の時系列データを構

築し、資本ストックについては民営化に伴う断層

修正と稼働率修正を行った。情報通信ストックは、

篠h（1996,1998）の手法に準じて推計したが、そ

こで課題となっていた過小評価の問題とソフト

ウェアの取り扱いを改善した上で2000年まで延長

した。具体的には、一般資本ストックと比べた過

小評価を解消するために、情報通信ストックにつ

いても購入者価格表示に転換し、ソフトウェアに

ついては、経済産業省『特定サービス産業調査』を

利用して受注ソフトウェアと汎用ソフトウェアを

含めた時系列データを構築し、定額法による5年

除却で資本ストックに組み込んだ。

　各ケースについて、1975年から2000年までの期

間を分析したところ、最小二乗法による推定では、

ケース（2）を除いて、ダービン・ワトソン比が低

く、誤差項に1次の系列相関がないという仮説が

棄却されたため、ここでは最尤法で推定を行った。
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　最尤法によるモデルの推定結果をみると、外部

性を表す係数はいずれも有意にプラスの値をとっ

ており、情報通信ストックにはプラスの外部性が

存在すると確認できた。例えば、ケース（1）のハー

ドウェアとソフトウェアが一体となった情報通信

ストック全体に外部性がある場合の推定結果をみ

ると、係数は0.162となっており、情報通信ストッ

クKi はKall の一部として生産関数に投入され、生

産要素となって成長に寄与する経路とは別に、イ

ンフラとしての役割によって、情報通信ストック

が1％増加すれば、マクロの成長率を更に0.16％追

加的に高める効果があることを示している。通信

インフラが集中しているハードウェアに着目して

みると、係数の値が0.082と0.177となっており、こ

こでも情報通信ストックの蓄積が1％高まれば、投

入要素としての貢献の他に、0.08％から0.18％程度

追加的に成長率を高める外部効果があることを示

している（8）。

　通信資本ストックは、情報通信ストック（ハー

ドウェア）の5割強から6割弱を占めており、コン

ピュータと結びついた通信インフラは、それが直

接利用される生産場面で投入要素として成長に寄

与するだけでなく、その存在が公共財的な役割を

果たして他の生産場面でも成長に貢献しているこ

とが明らかとなった。

6　おわりに

　本稿の分析からは、通信産業が行う設備投資は、

需要サイドと供給サイドの両面で、他産業への波

及を伴うマクロの経済効果が大きいと判明した。

第一に、需要面では、通信産業における1兆円の設

備投資が、関連産業への波及を通じて、最終的に

は2兆円を超える生産を誘発し、これに伴って直

接・間接に8万9,000人の雇用を生み出していると

推計される。第二に、供給面では、コンピュータ

と結びついた通信インフラには、公共財的なプラ

スの外部効果があり、情報通信ストックの1％の増

加は、投入要素として直接成長に寄与する経路と

は別に、他産業の生産活動にも貢献して、マクロ

的な成長率を更に追加的に0.08％～0.18％高めて

いると考えられる。

※ 本論文の作成にあたり、レフェリーより有益なコメント

を頂戴した。コメントに基づいて不充分だった点の改善が

できたほか、今後取り組むべき研究課題もより明確になっ

た。ここに記して感謝の意を表したい。いうまでもなく、本

論文に何らかの誤りが残されているならば、それは筆者の

責に帰するものである。

（注）
（1） 日本政策投資銀行（2003）によると、1990年度の設

備投資規模は、自動車産業、通信・情報産業ともに

約2兆5,000億円で同水準であった（p.54, 表2-1参

照）。その後の増減率のデータ（pp.58-59, 表 2-3参

照）をもとに、1990年度を100として接続していく

と、2001年度の自動車産業の設備投資水準は49.8

に半減しているのに対し、情報・通信産業では125.9

へと増加している。ただし、各年度ごとに調査への

回答率が異なるため、厳密な水準比較を行うには留

意を要する。

（2） 1995年産業連関表では、ソフトウェアの一部も無形

固定資産として計上されるようになったが、基礎統

計の制約から、受注ソフトウェアが設備投資に計上

される一方、汎用ソフトウェアと内製ソフトウェア



については中間投入に計上されており、扱いが分か

れている。こうしたデータ制約が大きいため、本稿

の産業連関分析では従来どおりハードウェアの設備

投資を対象にする。

（3） 1990年について同様の計算をすると、自動車産業で

は3兆8,000億円、通信産業で2兆7,000億円、全産

業で81兆6,000億円となっており、1990年代前半に

両産業の投資規模が逆転したことが明らかとなる。

（4） ただし、生産者価格ベースであり、商業マージンや

国内貨物運賃などの流通費用を含めた購入者価格

ベースでは、10兆6,000億円になる。生産者価格と

購入者価格については、篠h（2001）, p.234参照。

（5） 篠h（2001）, p.223, 表 4のデータをもとに計算す

ると、通信産業の情報化投資に関連した流通費用

は 3,231億円と試算される。

（6） 藤本・武石（2000）, p.25. 参照。

（7） もっとも、原材料などの投入とは異なり、労働投入

は一定でも稼働率の増減で生産を調整することが可

能であるなど、違った条件があることには注意が必

要である。

（8） 情報通信資本ストックについては、技術進歩による

価格低下・品質向上が著しく、これが統計データに

充分に反映されていない問題がしばしば指摘されて

いる。本稿のデータにこの問題があるとすれば、実

質投資の過小評価を通じて情報通信資本ストックと

付加価値の両方が過小評価されていることになり、

弾力性（γ）の値に影響を及ぼす（どちらの方向に

バイアスをもたらすかはア・プリオリに判断できな

い）。したがって、弾力性から導かれる外部効果の

大きさは、ある程度幅を持ってみる必要がある。
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